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大都市部における住宅の供給等
を重点的に図るべき地域について
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○大都市圏における住宅等の需要については、地域の実情を踏まえ、既存ストックの有効活用、既成市街地の改善などによ

り対応していくことが必要ではないか。

○三大都市圏においても、コンパクトシティ政策の推進等と整合が取れている必要がある。
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○大都市地域（三大都市圏）においては、計画的な住宅供給等の促進を図っていくことが特に重要であることを踏まえ、

住生活基本法に基づき、関係都府県の住生活基本計画の中で、住宅の供給等を重点的に図るべき地域（重点供給地域）

及び当該地域で実施する事業について定め、住宅等の需要を見極め、計画的な住宅の供給等を推進してきているところ

である。

○三大都市圏の都府県では今後10年前後の間に世帯数のピークを迎える見込であり、これは既に世帯数のピークを迎えた

と見込まれるその他のほとんどの道県と異なる状況にある。

○都心地域その他既成市街地においては、防災性の向上や、居住環境の改善を図るべき地区が依然として存在していること

から、重点供給地域における既成市街地の改善・住宅の整備は引き続き必要である。

○既に三大都市圏の郊外型の新市街地開発については、既着手の事業に限り促進することとしている。

（※ 三大都市圏：東京都、神奈川県、埼玉県、千葉県、茨城県、愛知県、三重県、大阪府、京都府、奈良県、兵庫県）

大都市部における住宅の供給等を重点的に図るべき地域について

○国土利用計画や都市計画と、住生活基本計画をどうリンクしていくのか。
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資料：将来推計人口・世帯数（国立社会保障・人口問題研究所）

三大都市圏以外三大都市圏

○三大都市圏以外での世帯数ピークは2015年となっているが、全国及び三大都市圏の
世帯数ピークは2020年となっている。

将来世帯数推計

全国
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【機密性２】
重点供給地域で実施している主な事業

○社会資本整備総合交付金事業等のうち、重点供給地域で実施されている主な事業。

事業名 事業概要

住宅市街地総合整備事業
既成市街地において、快適な居住環境の創出、都市機能の更新、密集市街地の

整備改善、街なか居住の推進等を図るため、住宅市街地の再生・整備を総合的に
行う。

土地区画整理事業
土地区画整理法に基づき、公共施設の整備改善及び宅地の利用の増進を図るた
め、土地の区画形質の変更及び公共施設の新設又は変更に関する事業。

市街地再開発事業

都市再開発法に基づき、市街地内の老朽木造建築物が密集している地区等にお
いて、細分化された敷地の統合、不燃化された共同建築物の建築、公園、広場、
街路等の公共施設の整備等を行うことにより、都市における土地の合理的かつ健
全な高度利用と都市機能の更新を図る事業。

住宅市街地基盤整備事業
住宅及び宅地の供給を促進することが必要な三大都市圏等の地域における住宅

宅地事業の推進を図るため、これに関連する公共施設等の整備を行う事業につい
て支援。

住宅・建築物安全ストック形成事業
住宅・建築物の最低限の安全性の確保を図るため、住宅・建築物の耐震性の向

上に資する事業等について、地方公共団体等に対し、国が必要な助成を行う制度
を確立し、もって公共の福祉に寄与することを目的とする。

都市防災総合推進事業
市街地の防災性の向上を図るため、都市の防災構造化、住民の意識向上等を総

合的に推進する事業。

優良建築物等整備事業
土地の合理的利用の誘導を図りつつ、優良建築物等の整備の促進を図ることに

より、市街地環境の整備、市街地住宅の供給等を促進。
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